要　請　書　
内閣総理大臣　殿

厚生労働大臣　殿

障害者自立支援法違憲訴訟団

２０１３年１月７日

　　２０１０年１月７日、国（厚生労働大臣）と訴訟団は基本合意文書を締結し、国は障害者の基本的人権の行使を支援する新しい施策の推進を約束しました。

　　理念・骨格が根本的に変革されていくべきことは意見書でのべたとおりです。

ただ、現行制度下においても緊急に対応すべき課題があることから、次のような具体的課題について優先して解決することを要請します。
●　「自立支援医療に係る利用者負担」の低所得者無償化を求めます。
　　基本合意文書第四項「利用者負担における当面の措置」のなお書きにある、自立支援医療の無償化は「当面の重要な課題」と確認されています。

　　これは２０１０年の実現は困難だが遅くとも２０１１年には実現する趣旨と訴訟団は理解していましたが未だ実現していません。

　　「低所得者にとって自立支援医療の負担が過重のため精神科通院をやめた」という相談は訴訟団事務局にも寄せられている状況です。

　　この実現のため具体的な取り組みを求めます。
　

●　配偶者や親の収入を理由に利用者負担を強いない仕組みの実現を求めます。
　　基本合意文書第三項「新法制定に当たっての論点」の③は「収入認定は、配偶者を含む家族の収入を除外し、障害児者本人だけで認定すること。」としています。
　　元原告の中には未だに、配偶者の収入を理由として多額の負担を強いられる者、親の収入を理由に多額の負担を強いられる子どもがいます。

　　子どもには、児童福祉法の負担と総合支援法の負担の重複負担という新たな問題も発生しています。

　　この問題解決に向けての具体的な取り組みを求めます。

●　介護保険の強要による人権侵害が後を絶ちません。改善措置を求めます。
　　６５歳になる障害者が、介護保険への移行、優先を理由に障害者福祉を打ち切ると自治体から通知されて弁護団が救済に乗り出してようやく現状が維持されたり、介護保険を半分以上利用しないと障害者福祉は使わせないという扱いが横行しています。

　　また、せっかく基本合意の効果で障害者福祉の利用者負担が無償化されても６５歳になれば１割負担が圧のし掛かり、基本合意の趣旨が骨抜きにされている現実があります。

　　基本合意文書第三項「新法制定に当たっての論点」の④は「介護保険優先原則（障害者自立支援法第７条）を廃止し、障害の特性を配慮した選択制等の導入をはかること。」としています。

　　また総合福祉部会の骨格提言（以下「骨格提言」）でも
	【表題】介護保険との関係
【結論】
○　障害者総合福祉法は、障害者が等しく基本的人権を享有する個人として、障害の種別と程度に関わりなく日常生活及び社会生活において障害者のニーズに基づく必要な支援を保障するものであり、介護保険法とはおのずと法の目的や性格を異にするものである。この違いを踏まえ、それぞれが別個の法体系として制度設計されるべきである。
○　介護保険対象年齢になった後でも、従来から受けていた支援を原則として継続して受けることができるものとする。


　　と確認されています。
　　しかし、現実には従来の支援が継続して受けられていない実態があります。

　　この問題を具体的に改善するための取り組みを求めます。

　　具体的には２０１０年１月７日付けの要望書に記載したことを再掲します。
	（２）　介護保険優先原則（障害者自立支援法第第７条）の廃止に向けた抜本的見直し

　　　障害福祉施策において応益負担を廃止しても障害者が６５歳になると介護保険により１割負担を強いられる矛盾を国は直視し,介護保険優先原則（障害者自立支援法第７条）及び厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部企画課長,障害福祉課長通知「障害者自立支援法に基づく自立支援給付と介護保険制度との適用関係等について」(平成19年3月28日)(障企発第0328002号・障障発第0328002号)における

　「①　優先される介護保険サービス

　　自立支援給付に優先する介護保険法の規定による保険給付は,介護給付,予防給付及び市町村特別給付とされている(障害者自立支援法施行令(平成18年政令第10号)第2条)。したがって,これらの給付対象となる介護保険サービスが利用できる場合は,当該介護保険サービスの利用が優先される」

　との規定を廃止して下さい。


●　障害程度区分の見直しを求めます。
　　骨格提言２２頁では「新たな仕組みにおいては障害程度区分は使わずに支給決定をする。」と明言しています。
　　私たちもこの考え方を支持します。

　　障害者総合支援法では、「障害支援区分」と名称が変更されますが、名称だけ変わって中身が変わらなければ意味がありません。
　　第１８０回国会で成立した「地域社会における共生の実現に向けて新たな障害保健福祉施策を講ずるための関係法律の整備に関する法律」の附則第２条では
「この法律の施行後３年を目途として、…常時介護を要する障害者等に対する支援、障害者等の移動の支援、障害者の就労の支援その他の障害福祉サービスの在り方、障害程度区分の認定を含めた支給決定の在り方、手話通訳等を行う者の派遣その他の聴覚、言語機能、音声機能その他の障害のため意思疎通を図ることに支障がある障害者等に対する支援の在り方等について検討を加え、その結果に基づいて所要の措置を講ずるものとする。」とあります。
　　この【障害程度区分の認定を含めた支給決定の在り方】の検討は、具体的にはどのような会議等で検討されるのでしょうか。
　　その検討の進め方と進捗を教えてください。
●　基本合意で確認された利用者負担の水準を悪化させない政省令の規定を求めます。
　　基本合意文書第三項「新法制定に当たっての論点」は
　「①　支援費制度の時点及び現在の障害者自立支援法の軽減措置が講じられた時点の負担額を上回らないこと。

②　少なくとも市町村民税非課税世帯には利用者負担をさせないこと。」としています。

　　総合支援法の利用者負担を規定する「政省令」がこの点を保障する内容とされることが必要です。
　　定期協議において、この点の政省令を呈示いただき、説明を求めます。　　　
· 「制度の谷間」のない障害の定義を求めます

基本合意文書第三項「新法制定にあたっての論点」の中では、新たな福祉制度の構築にあたって検討すべき事項の中で、

「④制度の谷間のない「障害」の範囲」

をあげています。そして、これを受け、骨格提言１９頁「Ⅰ-２　障害(者)の範囲」では、社会モデルの考え方に根ざした改正障害者基本法の文言を踏襲し、障害の定義において制度の谷間が生じないよう、配慮がなされています。

　しかし、障害者総合支援法では、「障害者」の範囲は政令によって定めることとなりました。現在、対象となる疾患を列挙する内容の政令が検討されております。このような方法では、また指定される疾患と指定されない疾患との間に「制度の谷間」が発生し、基本合意及び骨格提言の趣旨が実現されません。

　  今後、骨格提言の趣旨を尊重した政令となるよう、一層の取組みを求めます。

　　　以上
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